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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第43期
第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結累計期間

第43期
第３四半期
連結会計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

第43期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 13,130,86711,324,7573,455,8823,458,06419,545,993

経常損失(△) (千円) △1,039,688△419,030△739,972△197,667△605,809

四半期(当期)
純損失(△)

(千円) △623,094△257,296△435,351△128,118△377,801

純資産額 (千円) ─ ─ 7,344,3647,265,2457,533,695

総資産額 (千円) ─ ─ 15,077,11315,175,13615,456,826

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 640.64 634.15 658.18

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △54.04 △22.46 △37.81 △11.18 △32.82

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 48.7 47.9 48.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △44,4881,301,955 ─ ─ △351,971

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △125,357△10,726 ─ ─ △435,735

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,073,625172,184 ─ ─ 1,185,194

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ ─ 4,136,8235,087,5103,624,120

従業員数 (名) ─ ─ 1,265 1,326 1,263

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、すべての期間において１株当たり四半期(当

期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 1,326

(注)　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの

出向者を含む就業人員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 1,082

(注)　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業品目別に示すと、次のとおりであります。
　

事業品目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

システム開発 　 2,516,935 +1.0

サービス

サービス 909,143 +2.4

ハード保守 250,838 △12.4

小計 1,159,982 △1.2

合計 3,676,918 +0.3

(注) １  金額は、販売価格によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業品目別に示すと、次のとおりであります。
　

事業品目 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

システム開発 　 1,965,575 +16.0 2,582,005 △34.0

サービス

サービス 999,623 △2.7 1,072,398 +4.1

ハード保守 251,948 △12.0 1,798 △89.2

小計 1,251,571 △4.7 1,074,197 +2.6

システム機器等販売 600,383 +99.2 1,378,715 △6.3

合計 3,817,530 +15.3 5,034,918 △21.7

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２  サービスのハード保守の受注について、第１四半期連結会計期間より年間保守契約の受注を一括計上から月
次計上に変更したため、受注残高が前年同四半期に比べ大幅に減少しております。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業品目別に示すと、次のとおりであります。
　

事業品目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

システム開発 　 1,937,193 +3.3

サービス

サービス 909,143 +2.4

ハード保守 250,838 △12.4

小計 1,159,982 △1.2

システム機器等販売 360,887 △11.2

合計 3,458,064 +0.1

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本電気株式会社 952,206 27.61,049,64930.4

ＮＥＣシステムテクノロジー株式会社 257,641 7.5 296,733 8.6

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間末、第４四半期連結会計期間末に検収が集中することで多
くなる一方、第１四半期連結会計期間と第３四半期連結会計期間は検収が少なく、他の四半期連結会計期間
と比較して売上高が少なくなる傾向にあります。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的金融危機以降の景気悪化には歯止めがかかり

つつありますが、依然として企業収益は低水準であり設備投資には慎重な姿勢が続いております。また、雇

用・所得環境も厳しく、急激な為替変動やデフレの進行など本格的な景気回復には程遠い厳しい経済状況

で推移しました。

情報サービス産業につきましても、企業全般におけるＩＴ投資を含む経費削減傾向が続いており、非常に

厳しい事業環境にあります。

このような事業環境の下、当社グループは既存顧客に対するより一層の深耕、新規顧客の開拓、地域特性

に応じた営業展開、サービス事業のメニュー化など売上の確保に努めてまいりました。

この結果、売上高は６四半期振りに前年同四半期実績を上回り、当第３四半期連結会計期間の売上高は、

34億58百万円（前年同四半期は売上高34億55百万円）となりました。

利益面につきましては、ＰＭＯ活動の推進等プロジェクト管理統制の強化により収益を悪化させるプロ

ジェクトは前年に比べ格段に減少いたしました。また、システム開発の内製化・分業化などを推進すること

で外注費を前年同四半期と比べて３億円以上削減いたしました。さらに、人件費をはじめとする諸経費を同

３億円以上削減するなど収益の改善に努めたことにより、前年同四半期と比べて損失額は大幅に減少いた

しました。

この結果、当第３四半期連結会計期間においては、営業損失１億90百万円（前年同四半期は営業損失６億

57百万円）となりました。持分法による投資損失を計上し、経常損失１億97百万円（前年同四半期は経常損

失７億39百万円）、四半期純損失１億28百万円（前年同四半期は四半期純損失４億35百万円）となりまし

た。

　

なお、わが国では官庁、自治体は予算年度が４月から翌３月が原則であり、民間では事業年度を４月１日

から翌３月31日までと定めている企業が多いためシステムの導入、検収は年度の節目である９月と３月に

集中する傾向にあります。これにともない当社グループの業績の特徴として第２四半期連結会計期間末、第

４四半期連結会計期間末に検収が集中し、売上高・利益も多くなります。その一方、第１四半期連結会計期

間と第３四半期連結会計期間は検収が少なく、他の四半期連結会計期間よりも売上高・利益が低い水準と

なる傾向にあります。

　

当第３四半期連結会計期間の事業品目別の概況は次のとおりであります。
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＜システム開発＞

システム開発の売上につきましては、銀行、保険、証券などの金融業向けシステム開発の売上が堅調に推

移しました。また、流通業向けシステム開発における需要に回復傾向が見られ、システム開発全体の売上は

前年同四半期に比べ増加しました。

その結果、当第３四半期連結会計期間のシステム開発売上高は、19億37百万円(前年同四半期比3.3％増)

となりました。

　

＜サービス＞

サービスの売上につきましては、顧客支援サービスやシステム導入後のソフトウェア保守サービスが堅

調に推移し、売上高は９億９百万円（前年同四半期比2.4％増）となりました。

ハードウェア保守の売上は減少し、２億50百万円（前年同四半期比12.4％減）となりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間のサービス売上高全体では、11億59百万円（前年同四半期比1.2％

減）となりました。

　

＜システム機器等販売＞

システム機器等販売の売上につきましては、企業全般におけるシステム機器購入計画の縮小や先送りが

長期化していることにより、前年同四半期に比べ大幅に落ち込みました。

その結果、当第３四半期連結会計期間のシステム機器等販売売上高は、３億60百万円（前年同四半期比

11.2％減）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は151億75百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億

81百万円減少いたしました。流動資産は102億75百万円となり、４億71百万円減少いたしました。主な要

因は、現金及び預金の増加（14億48百万円）、受取手形及び売掛金の減少（27億65百万円）、仕掛品の

増加（６億68百万円）等であります。固定資産は49億円となり、前連結会計年度末に比べ１億89百万円

増加いたしました。主な要因は、土地の減少（１億10百万円）、投資有価証券の減少（24百万円）、繰延

税金資産の増加（２億36百万円）等であります。

　

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は79億９百万円となり、前連結会計年度末に比べ13

百万円減少いたしました。流動負債は37億65百万円となり、３億83百万円減少いたしました。主な要因

は、短期借入金の増加（２億75百万円）、１年内償還予定の社債の減少（３億90百万円）、未払金の減

少（２億77百万円）等であります。固定負債は41億44百万円となり、３億70百万円増加いたしました。

主な要因は、長期借入金の増加（２億57百万円）、退職給付引当金の増加（１億44百万円）等でありま

す。

　

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は72億65百万円となり、前連結会計年度末に比べ

２億68百万円減少いたしました。主な要因は、第３四半期連結累計期間において四半期純損失の計上

（２億57百万円）等であります。この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の48.7%から47.9%とな

りました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期連

結会計期間末に比べ１百万円減少し、50億87百万円となりました。

　なお、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は１億23百万円（前第３四半期連結会計期間は19百万円の収入）とな

りました。主な要因は、売上債権の減少（９億44百万円）等の収入に対して、税金等調整前四半期純損

失の計上（１億97百万円）、たな卸資産の増加（６億56百万円）等の支出によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は21百万円（前第３四半期連結会計期間は１億19百万円の支出）とな

りました。主な要因は、無形固定資産の取得（29百万円）等の支出によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は１億１百万円（前第３四半期連結会計期間は10億72百万円の収入）

となりました。主な要因は、長期借入れ（３億円）等の収入に対して、短期借入金の純減少（40百万

円）、長期借入金の約定弁済（51百万円）、社債の償還（３億円）等の支出によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当社グループは、先進的開発技法の調査及び画像処理の実証を中心に研究開発活動を継続して行って

おります。

　その結果、当第３四半期連結会計期間における研究開発費の総額は45百万円であります。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の経済状況につきましては、景気回復への期待感が台頭しておりますが、依然、二番底への懸念も拭

い去れず、当面は不透明な状況が続くものと思われます。

情報サービス産業におきましては、大手企業を中心に延期されていたシステムの刷新や新規開発の再開

などＩＴ投資意欲の回復が期待されますが、中堅中小企業におきましては収益悪化の影響は充分に払拭さ

れておらず依然ＩＴ投資抑制傾向が続くものと予想されます。

このような状況下当社グループは、長年の間に培った自社の強みを活かし、「業務効率の改善」や「顧客

管理の強化」「収益性の向上」など顧客の経営課題解決に向けた提案活動を積極的に行うことにより売上

の拡大に努めます。また、ストックビジネスを中心としたサービス事業の拡充など顧客基盤の拡大を図りま

す。

利益面では、引き続きプロジェクト管理統制の強化を図りプロジェクト損失を防止するとともに、外注費

・一般管理費など諸経費削減の徹底を継続することにより、収益性の向上に努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,760,000

計 32,760,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,793,60011,793,600
大阪証券取引所
（市場第二部）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であり
ます。

計 11,793,60011,793,600― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ─ 11,793,600 ─ 3,775,100 ─ 2,232,620

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ─

議決権制限株式(その他) ― ― ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式    336,800

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,444,300
114,443 同上

単元未満株式 普通株式     12,500― 同上

発行済株式総数 11,793,600― ―

総株主の議決権 ― 114,443 ―

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株（議決権の数

６個）が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式12株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本コンピューター・
システム株式会社

大阪市中央区城見
１丁目３番７号

336,800 ― 336,800 2.86

計 ― 336,800 ― 336,800 2.86

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 236 219 235 275 270 263 260 260 259

最低(円) 180 176 198 212 225 230 221 238 220

(注)　株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第３四半期連

結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月

１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより

四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21

年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,369,510 3,921,120

受取手形及び売掛金 ※１
 2,850,247 5,615,358

商品及び製品 362,801 106,299

仕掛品 ※２
 1,057,040

※２
 388,806

繰延税金資産 355,401 405,698

その他 285,587 318,171

貸倒引当金 △5,482 △8,942

流動資産合計 10,275,106 10,746,511

固定資産

有形固定資産

土地 112,230 222,627

その他（純額） ※３
 243,257

※３
 258,977

有形固定資産合計 355,488 481,605

無形固定資産 140,487 108,181

投資その他の資産

投資有価証券 1,122,228 1,146,421

繰延税金資産 1,601,946 1,365,878

差入保証金 514,322 529,692

その他 1,250,595 1,167,367

貸倒引当金 △85,039 △88,832

投資その他の資産合計 4,404,054 4,120,528

固定資産合計 4,900,029 4,710,315

資産合計 15,175,136 15,456,826
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※１
 434,657 399,117

短期借入金 1,400,000 1,125,000

1年内返済予定の長期借入金 314,400 256,400

1年内償還予定の社債 － 390,000

未払金 1,143,233 1,420,688

未払法人税等 27,532 8,103

賞与引当金 125,063 249,756

受注損失引当金 － 8,801

その他 320,606 291,468

流動負債合計 3,765,494 4,149,335

固定負債

長期借入金 1,455,800 1,198,600

退職給付引当金 2,462,305 2,317,308

役員退職慰労引当金 － 53,600

長期未払金 226,289 204,287

固定負債合計 4,144,395 3,773,795

負債合計 7,909,890 7,923,130

純資産の部

株主資本

資本金 3,775,100 3,775,100

資本剰余金 3,880,812 4,050,275

利益剰余金 △130,348 △40,942

自己株式 △111,687 △115,154

株主資本合計 7,413,876 7,669,279

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △145,202 △132,217

為替換算調整勘定 △3,429 △3,365

評価・換算差額等合計 △148,631 △135,583

純資産合計 7,265,245 7,533,695

負債純資産合計 15,175,136 15,456,826
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 13,130,867 11,324,757

売上原価 11,015,869 9,050,180

売上総利益 2,114,998 2,274,576

販売費及び一般管理費 ※１
 3,050,282

※１
 2,648,990

営業損失（△） △935,283 △374,414

営業外収益

受取利息 21,627 12,790

受取配当金 16,543 14,717

仕入割引 10,368 6,388

有価証券売却益 250 238

有価証券評価益 － 6,848

保険配当金 7,419 6,173

その他 7,424 11,217

営業外収益合計 63,632 58,373

営業外費用

支払利息 20,883 39,132

有価証券評価損 132,140 －

持分法による投資損失 － 52,024

その他 15,013 11,831

営業外費用合計 168,037 102,989

経常損失（△） △1,039,688 △419,030

特別利益

投資有価証券売却益 29,985 －

貸倒引当金戻入額 － 8,056

特別利益合計 29,985 8,056

特別損失

固定資産除売却損 － ※２
 14,357

特別損失合計 － 14,357

税金等調整前四半期純損失（△） △1,009,703 △425,330

法人税、住民税及び事業税 11,903 8,862

法人税等調整額 △398,512 △176,897

法人税等合計 △386,609 △168,034

四半期純損失（△） △623,094 △257,296
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 ※１
 3,455,882

※１
 3,458,064

売上原価 3,088,469 2,794,273

売上総利益 367,413 663,790

販売費及び一般管理費 ※２
 1,024,871

※２
 854,662

営業損失（△） △657,458 △190,871

営業外収益

受取利息 5,103 5,681

受取配当金 7,336 7,288

仕入割引 2,878 2,369

有価証券評価益 － 6,910

保険配当金 － 3

その他 3,745 2,399

営業外収益合計 19,063 24,653

営業外費用

支払利息 7,757 13,974

有価証券評価損 89,847 －

持分法による投資損失 － 17,320

その他 3,973 154

営業外費用合計 101,578 31,449

経常損失（△） △739,972 △197,667

特別利益

投資有価証券売却益 29,985 －

特別利益合計 29,985 －

税金等調整前四半期純損失（△） △709,987 △197,667

法人税、住民税及び事業税 5,301 3,287

法人税等調整額 △279,937 △72,836

法人税等合計 △274,636 △69,549

四半期純損失（△） △435,351 △128,118
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,009,703 △425,330

減価償却費 34,582 76,732

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,800 144,997

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,600 1,500

賞与引当金の増減額（△は減少） △355,466 △124,692

受取利息及び受取配当金 △38,170 △27,507

仕入割引 △10,368 △6,388

支払利息 20,883 39,132

投資有価証券評価損益（△は益） 132,140 △6,848

投資有価証券売却損益（△は益） △30,235 △238

持分法による投資損益（△は益） － 52,024

有形固定資産売却損益（△は益） － 14,357

売上債権の増減額（△は増加） 3,164,320 2,818,729

たな卸資産の増減額（△は増加） △919,548 △924,736

仕入債務の増減額（△は減少） △482,450 △67,222

未払金の増減額（△は減少） 110,977 △164,887

未払消費税等の増減額（△は減少） △99,355 △46,931

その他 △289,804 △161,424

小計 250,204 1,191,266

利息及び配当金の受取額 37,912 28,434

仕入割引の受取額 10,633 5,981

利息の支払額 △21,391 △40,417

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △321,847 116,689

営業活動によるキャッシュ・フロー △44,488 1,301,955
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △30,000 △132,000

定期預金の払戻による収入 － 147,000

投資有価証券の取得による支出 △82,511 △50,798

投資有価証券の売却による収入 165,600 11,772

有形固定資産の取得による支出 △50,253 △2,885

有形固定資産の売却による収入 － 96,039

無形固定資産の取得による支出 △73,097 △57,406

その他 △55,095 △22,448

投資活動によるキャッシュ・フロー △125,357 △10,726

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 775,000 275,000

長期借入れによる収入 720,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △195,000 △184,800

社債の償還による支出 △130,000 △390,000

リース債務の返済による支出 － △29,909

配当金の支払額 △92,020 －

その他 △4,353 1,893

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,073,625 172,184

現金及び現金同等物に係る換算差額 △164 △23

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 903,615 1,463,389

現金及び現金同等物の期首残高 3,233,208 3,624,120

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,136,823

※
 5,087,510
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１ 持分法の適用に関する

事項の変更

(1)持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間より、当社が新たにイートス株式会社の株式を取得したた

め、持分法適用の範囲に含めております。

(2)変更後の持分法適用関連会社の数

１社

２ 会計処理基準に関する

事項の変更

・受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準等の変更

受注制作のソフトウエア取引に係る収益の計上基準については、従来、完成基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、当第３四半期連結累

計期間に着手した受注制作のソフトウエア取引から、当第３四半期連結会計期間末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められるソフトウエア取引については進行基

準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のソフトウエア取引については完成基

準を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は105,052千円増加し、営業損失、経

常損失及び税金等調整前四半期純損失は26,381千円それぞれ減少しております。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

固定資産の減価償却費の

算定方法

 

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償

却予定額を期間按分する方法によっております。

なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含ま

れております。

───

 
 
 
 

受取手形 23,579千円

支払手形 11,059千円
　

　

※２　損失が見込まれる請負契約プロジェクトに係る仕

掛品は、これに対応する受注損失引当金14,564千

円を相殺表示しております。

※２　損失が見込まれる請負契約プロジェクトに係る仕

掛品は、これに対応する受注損失引当金25,920千

円を相殺表示しております。

※３　有形固定資産の減価償却累計額 224,880千円※３　有形固定資産の減価償却累計額 177,646千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 132,300千円

給料手当及び賞与 1,389,819千円

賞与引当金繰入額 37,270千円

退職給付費用 93,790千円

福利厚生費 359,692千円

賃借料 236,327千円

旅費及び交通費 155,427千円

研究開発費 143,401千円
　

役員報酬 106,627千円

給料手当及び賞与 1,247,863千円

賞与引当金繰入額 18,212千円

退職給付費用 92,583千円

福利厚生費 349,205千円

賃借料 207,820千円

旅費及び交通費 87,274千円

研究開発費 125,272千円
　

─── ※２　固定資産除売却損の内訳

北九州市に所有している土地の一部売却による

売却損 14,357千円であります。
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

※１　当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間

末、第４四半期連結会計期間末に検収が集中するこ

とで多くなる一方、第１四半期連結会計期間と第３

四半期連結会計期間は検収が少なく、他の四半期連

結会計期間と比較して売上高が少なくなる傾向にあ

ります。

※１　　　　　　　　　同左

※２　販売費及び一般管理費の主なもの ※２　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 43,260千円

給料手当及び賞与 431,061千円

賞与引当金繰入額 37,270千円

退職給付費用 31,054千円

福利厚生費 118,166千円

賃借料 78,418千円

旅費及び交通費 49,932千円

研究開発費 61,168千円
　

役員報酬 36,117千円

給料手当及び賞与 384,426千円

賞与引当金繰入額 18,212千円

退職給付費用 30,739千円

福利厚生費 112,168千円

賃借料 67,557千円

旅費及び交通費 26,824千円

研究開発費 45,902千円
　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定 4,166,823千円

預入期間が３か月超の定期預金 △30,000千円

現金及び現金同等物 4,136,823千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定 5,369,510千円

預入期間が３か月超の定期預金 △282,000千円

現金及び現金同等物 5,087,510千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,793,600

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 336,934

　

３  新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

当社グループはソフトウェア開発を中心とするコンピュータ関連総合会社で、コンピュータ関連機器

販売及びソフトウェア開発の両面を事業分野としております。

顧客の利用目的に応じたコンピュータ機器の選定とソフトウェア開発を事業内容としており不可分の

営業形態でありますので、事業の種類別セグメント情報として開示する事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引のすべてにおいてヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 634.15円
　

　 　

　 658.18円
　

　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 7,265,245 7,533,695

普通株式に係る純資産額(千円) 7,265,245 7,533,695

差額の主な内訳(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(千株) 11,793 11,793

普通株式の自己株式数(千株) 336 347

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株) 11,456 11,446

　

２  １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △54.04円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △22.46円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)  １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失
(△)(千円)

△623,094 △257,296

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △623,094 △257,296

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,529 11,454
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △37.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △11.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─
　

(注)  １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失
(△)(千円)

△435,351 △128,118

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △435,351 △128,118

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,515 11,456

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当四半期連結会計期間末における開示の対象となるリース取引残高は前連結会計年度末と比較して

著しい変動がありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　 　

　

平成21年２月６日

日本コンピューター・システム株式会社

 取 締 役 会  御 中 　

　

　 監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　西　　康　弘　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　田　　稔　郎　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

コンピューター・システム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四

半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４

月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピューター・システム株式会社及び

連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　 　

　

平成22年２月８日

日本コンピューター・システム株式会社

 取 締 役 会  御 中 　

　

　 有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　西　　康　弘　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　田　　稔　郎　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

コンピューター・システム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四

半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４

月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピューター・システム株式会社及び

連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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